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は外国人住民が 3 千人とか 1万人とか暮らしているわけですが、大体 3 千
人ぐらい外国人住民がいますと、60〜70 の国・地域の人たちが暮らして



































































































































































































254 ( 89 )
多文化共生指針・計画の策定率 38%
○地方公共団体における多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況






















































































































18 から、多いところでは 30% 弱です。だとすると、あとの 7割、8 割の
257( 86 )
○外国人住民の不便・不満、困りごと (都内実態調査から)
新宿区 港 区 板橋区 足立区 練馬区






















●新宿区 多文化共生実態調査 (H19 年 10 月)
●港区 外国人意識調査 (H20 年 9 月)
●板橋区 多文化共生実態調査 (H21 年 5 月)
●足立区 多文化共生実態調査 (H21 年 6月)


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































280 ( 63 )
多文化社会コーディネーターコースの方も、対象は現職者ですので、皆
さん現場があります。ですから、その現場での実践を振り返り、自身の実
践の知のありようを言語化するということを重視しています。実践者同士
が個々の実践を双方向で語り、そして実践研究論文を書く。つまり、
ショーンの言う省察を方法論として取り入れる試みを、行っているところ
です。
おわりに
ということで、今日のテーマ、「多文化共生社会実現に求められる人材
とは？」という問いに対しては、多文化社会の問題の本質を把握して、解
決のために行動する実践者である、と言うことができると思います。しか
し、多文化社会の問題は、所与のものとして現れるものではないがゆえに、
体系化された知に依拠するだけではなく、実践知に依ることが重要だとい
うことです。したがって、そうした実践者を養成する教育においては、実
践知に学ぶための方法論が必要となります。それについては、省察をベー
スにしたラウンドテーブルや実践の記述、また協働実験研究などが挙げら
れるのではないかと考えています。
非常に長い話になってしまいましたが、多文化社会の専門人材養成の一
つの試みとして、本センターの取り組みをご紹介させていただきました。
どうも、ありがとうございました。
(終了)
281( 62 )
